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はじめに

本稿は，家族法を中心とする（ I｝スウェーデン国際私法の現状（2）を紹介する

ものである。その中できわめて限定的ではあるが，他の北欧諸国（3）にも言及す

ることとする（4)0 

以下では，まずスウェーデン国際私法の法源について紹介したのち，ス

ウェーデン国際家族法の内容を概観する。その後，最近の動きとして向性婚立

法について触れることとする。

なお，スウェーデン国際私法を正確に理解するためには，前提としてス

ウェーデン法全般についての知識が必要となろう（5）。スウェーデン法全体に

ついて何か述べる資格が筆者にあるとは思えないが，スウェーデンにおいては

立法資料が充実し，かつ重視されていることはあらかじめ指摘しておきたい（6）。

1 スウェーデン国際私法の法源

スウェーデン国際私法の法源を条約及びEU法並びに圏内法に分けて紹介す

る。
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(1) 条約及びEU法

スウェーデンはハーグ国際私法会議の加盟国であり，現在12のハーグ条約を

批准している（7）。この他にも国際私法に関する世界的な条約を若干批准して

いる。また，スウェーデンはデンマークに遅れて，フィンランドとともに 1995

年に EUに加盟し，他のEU諸国と同様にEU法の下にある。今後はますます

EU法の影響を受けることになろう。

スウェーデンは他の北欧諸国との聞で，いくつかの条約を締結している。そ

の中には，国際私法上重要なものが存在する。スウェーデン国際私法において

は，北欧諸国聞の関係とその他の一般の場合とで異なる規則が採用されている

ことも多く，この点注意が必要であることになる（8）。

北欧条約とEU法との関係については，特にEUに加盟している北欧諸国間に

おいていずれが優先されるかが問題となりうる。実際には，問題となる条約や

規則ごとに，その適用関係が明確化されている（9）。

なお，スウェーデンにおいては，条約が国内で効力を有するためには圏内立

法が必要と考えられている (IO）。

(2）圏内法

スウェーデンには，統一的な「国際私法典」といった法律は存在しない。国

際私法に関する規定は，各分野ごとに独立した法律として制定されるのが通例

である。また，実質法的規律を中心とする法律の中に，国際私法に関する条項

も合わせて置かれることもある。

具体的には，特に財産法分野においては圏内法上の国際私法立法はほとんど

存在しない。条約上規律されていない多くの点について判例に委ねられている

と言って良いであろう。他方，家族法の分野においては，以下に示すように，

多くの立法がおかれている。ただし，今後はEU法との関係もあり，スウェー

デンが圏内法として国際私法の広い範囲を対象とする立法を行う可能性は多く

ないであろう（II）。
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2 スウェーデン国際私法概観

以下，スウェーデンにおける国際私法の内容を，家族法分野を中心として概

観する。

(1) 婚掴

国際的な婚姻を一般的に規律するものとして，「婚姻と後見に関する国際的

法律関係に関する法律」（LAL)o2l，「夫婦及び内縁者間の財産関係に関する国際

的諸問題に関する法律」（IMF)(13）がある。この他，北欧諸国聞の条約を圏内法化

した「婚姻，養子及び後見に関する国際的法律関係に関する規則J(N泊、）(14）が

あり，北欧諸国間の関係についてはNAF、が優先的に適用される。その他関連す

る法規として， 1970年のハーグ条約を圏内法化した「外国の離婚及び別居の承

認に関する法律J(15）もあるが，本稿では触れない。さらに，「婚姻法典」(16）＇「登

録パートナーシツプ法」(17）にも若干の関連規定がある。後者については，本稿

3において若干詳しく取り上げる。

以下，婚姻の締結，離婚，婚姻の効力の順に規定を概観する(18）。

（司婚姻の締結

スウェーデン圏内で婚姻する場合，婚姻の方式についてはスウェーデン法に

よる（19）。したがって，婚姻に先立つてその要件を具備しているか審査が行われ

ることとなる（20）。

婚姻要件具備審査は原則として各人についてその本国法によって行われ

る（21）。ただし，本国以外の特定の国に2年以上住所を有する者は，婚姻の相手

方の同意を条件として，婚姻の要件を住所地法によって審査してもらうことが

できるω。審査を本国法によって行うか住所地法によって行うかは婚姻を望

む当事者の選択に委ねられており，結局，ある者が本国以外の地に2年以上住

所を有する場合には，その者の本国法と住所地法との選択的連結と変わるとこ

ろはない（お）。

外国法が準拠法となる場合でも，以下の要件は常に充足する必要がある。第

一に， 15歳未満の者が婚姻する場合には特別の認可が必要とされている。第二
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に，直系血族及び両親を同じくする兄弟姉妹聞の婚姻は認められない。第三に，

前婚か存在する場合には，その解消がスウェーデン圏内でも有効であるか，相

手方が死亡したことのいずれかが必要とされる倒。これらの点は，スウェーデ

ンにおける公序という観点から，外国法が準拠法となる場合であっても特に要

件とされたのである。この点をスウェーデン圏内法上の婚姻障害（25）と比較す

ると，第一の要件について 18歳未満ではなく 15最未満とされたこと，第二の

要件について両親の一方を同じくする兄弟姉妹聞の婚姻について認可が不要と

されたこと，第三の要件が付加されたことが異なっているのみである。換言す

れば，スウェーデンにおいては圏内法上の婚姻障害事由が限定されていること

もあり，そのほとんどが渉外事件についても常に充足すべきものとされている

ということカ宮できる。

他方，外国で婚姻する場合，挙行地法によって有効とされたのであれば婚姻

は方式上有効とされる倒。ここで「挙行地法上有効jとは，政府案理白書によ

れば，準拠法の如何を問わず挙行地法上有効とされていることを意味する聞と

され，挙行地実質法上の方式要件を充たす必要はないと考えられている。また，

このような意味において挙行地法上有効とはきれない場合であっても，当事者

双方いずれの本国法上も有効である方式は方式上有効とされる制。さらに，特

別の根拠がある場合には，当事者の申立により，方式上暇痕のある婚姻を有効

と認めることもできるとの規定も置かれている（29）。

外国での婚姻の実質的成立要件については，規定が置かれていなしヨ。これは，

スウェーデン国内における婚姻と同様に，実質的成立要件を欠く婚姻であって

も方式を充たせば有効と扱うべきである側，と立法者が考えたためと言われて

いる（31）。

以上は，一般の場合であるが，北欧諸国との関係については，前掲の条約

(NAF’）が妥当する。この場合においても，スウェーデンでの婚姻の方式につい

てはスウェーデン法による聞ので，婚姻要件具備審査が問題となる。

他の北欧諸国の者がスウェーデン圏内で婚姻する場合の婚姻要件具備審査は，

婚姻当事者の一方がスウェーデンに住所を有する場合にはスウェーデン法によ

るが，そうでなければ本国法による。ただし，当事者が本国法の適用を申し立
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てた場合には，もっぱら本国法が適用される。この場合，前述の「2年Jレール」

の適用はない｛お）。

また，他の北欧諸国においてなされた婚姻要件具備審査はスウェーデンにお

いてもそのまま効力が認められるものとされている刷。

(b) 離婚

スウェーデンでは圏内法上，婚姻の解消手段は離婚のみであり，婚姻取消と

いった制度は存在しない（35）。政府案理白書によれば，渉外的婚姻についてもそ

れは同様であり，外国法上婚姻が取消されうるようなものであっても，ス

ウェーデンにおいては離婚のみが認められるとされる（36）。

離婚については原則としてスウェーデン法が準拠法とされる（37）。ただし，

外国人同士の離婚であって，その一方が北欧諸国以外の国籍を有する場合につ

いては，スウェーデン法上離婚が認められでも，離婚が認められない場合があ

る。それは第一に，いずれの当事者もスウェーデンにl年以上の期間にわたっ

て住所を有しておらず，かつ当事者の少なくとも一方の本国法において離婚原

因（お）が存在せず，しかも一方当事者が離婚に反対している場合（39）である。ま

た第二に，当事者の一方が自己の本国法上離婚原因が存在しないと援用してお

り，しかもその者あるいは夫婦間の子の利益に鑑みて離婚を認めない特別の根

拠が存在する場合（40）である。この第二の場合には，スウェーデンとの関連性が

弱い場合には，より離婚を否定する方向に傾くとされている（41）。これらの例外

規定は，あくまでも離婚を否定する方向にのみ働くことに注意が必要であり，

スウェーデン法上離婚が認められない場合に，外国法によって離婚が認められ

ることはない。さらに，訴え提起後の国籍・住所の変更によって，これらの例

外規定の要件を充たすことになっても，それは離婚の障害とはなりえないとの

規定もある（42）。反対に，訴えの提起後に例外規定の要件を充足しないことと

なった場合には，原則（必）通り，例外規定は適用されない（叫）。

(c) 婚姻の効力

婚姻の効力については人的関係と夫婦財産制とに分けて論じられている。

人的関係について，一般的に適用される法規定は存在しない倒。判例として

は，離婚した夫婦聞の扶養についてではあるが，夫婦の共通住所地に現在も夫
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婦の一方が住所を有する場合にその法によるとしたもの，及び扶養権利者の住

所地法によったものがあり，より最近のものである後者の判例が学説上も支持

されている倒。他方，夫婦がいずれも北欧諸国の国籍を有する場合については，

原則として法廷地法によるとされている（47）。

夫婦財産制については，前掲のI師、が適用される。それによれば，夫婦は合

意によって，夫婦の一方の本国法または住所地法を準拠法として指定すること

ができる。また，同様の合意は，夫婦の一方が死亡した場合に，他方配偶者と

相続人及び受遺者との聞でなすことも可能とされている（48）。準拠法が指定さ

れていなければ，婚姻時の住所地法が連用される。ただし，婚姻後に夫婦が別

の国に住所を取得し，そこで2年聞を過ごすと，その地の法が準拠法とされる

のが原別である（49）。また，夫婦財産契約等については，行為当時において準拠

法に合致すれば有効とされる。ただし方式については行為地または夫婦の住所

地法によることもできる。スウェーデンに住所を有する夫婦聞の夫婦財産契約

については，婚姻法典の規定により登記された場合に限って有効とされる｛刷。

その他の細かな規定については省略するが，ただ，興味深い規定をひとつ挙げ

ておく。財産分与の際には，在外財産を含めて夫婦が有する全ての財産が対象

とされる。しかしその際，まず在外財産を各人に振り分けるものとされており

(51），その後に内国にある財産を分与することで，各人の取り分について内国に

ある財産で調整が可能となっている。さらに，一部の財産が所在している外国

法上，財産分与の効力が認められない場合には，一部の財産についてのみ財産

分与を行うようにすることもできる倒。このように，普遍主義的な財産分与の

建前と現実との落差が生じた場合に，それに対処する規定が置かれているので

ある。

他方，婚姻締結時においても現在においても夫婦がともに北欧国籍を有する

場合には， I旧、ではなく N畑、が適用され，夫婦が婚姻時に住所を有した北欧の

国の法律による。その後，他の北欧諸国に住所を移した場合には，新たな住所

地法が適用になる（問。夫婦が婚姻締結時に北欧に住所を有さない場合には

NAF唱ではなく原則通り IMFが適用される。夫婦が婚姻締結後に住所を北欧の

外に移動した場合には，新たな住所地法は適用されず，婚姻締結時の住所地法
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によることとなる。また， NAF‘においては，夫婦財産契約の方式は，夫婦財産

制の準拠法または当事者の一方の本国法のいずれかの要件を充たす必要がある

とされ剛，行為地法上の方式によることは認められていない。

(2) 親子

渉外的な親子関係に関する主な立法として，「国際的な父性の問題に関する

法律J(IFL) ＜田｝，「養子に関する国際的法律関係に関する法律J<闘がある。また，
「親子法典」（57），及び既に紹介した凶F,NAF‘にも関連する規定は存在する。

この他，「北欧の父性判決の承認に関する法律」（関），条約を圏内法化した「外国

の監護判決等の承認及び執行並びに子の奪取に関する法律J(59）もあるが，本稿

では触れない。

(a) 父子関係の成立

前掲のIFLが，「父性の推定」「父性の否認及び確定J「父性の承認Jについて

規定している倒。父性の推定については，子が出生時に住所を取得する国の法

によって，子の母と婚姻している（あるいは，婚姻していた）男性が子の父とさ

れれば，その者が父とされる。仮に当該法律上父とされる者が存在しない場合

には，その子が出生時に国籍を取得する国の法によって父が定まる。ただし，

子の出生時の住所地がスウェーデンである場合には，スウェーデン法のみで判

断される（61）。裁判による父性の否認，及び父性の確定は，子が第一審判決時に

住所を有する国の法による（62)0 また，スウェーデンでの子の認知は，地方公共

団体の社会福祉委員会の関与の下なされるが，それは子がスウェーデンに住所

を有する場合に行われ，スウェーデン法によって判断されることとなる。ただ

い方式については外国の行為地法を充たすことで足りる刷。

（ω 養子縁組及び子の監護等
養子縁組については，常にスウェーデン法により判断される。ただし，子が

18歳未満である場合には，養親となるべき者または子が国籍，住所その他の点

で外国との関連性を有さないか，養子縁組が当該外国で効力を有しない場合に

それが子に著しい不都合をもたらさないかについて特に考慮しなければならな

いとされる刷。準拠法である法廷地法を適用する際に，その枠内において外国
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における扱いを実質的に考慮するものである。

子の監護及び扶養は，離婚訴訟において問題となった場合については，子が

スウェーデンに居住している場合にはスウェーデン法により判断される（刷。

また，北欧との関係でも法廷地法が適用される（倒。それ以外の場合については，

規定は欠扶している。

(3) 相続及び遺言

主な関連法規として，一般に適用される「遺産に関する国際的法律関係に関

する法律」（67），及び北欧条約を園内法化した「圏内に住所を有するデンマーク，

フィンランド，アイスランドまたはノルウェ一人の遺した遺産等に関する法

律J＜侃）がある。

まず遺産管理について，一般の場合には，死亡の時点でスウェーデンに住所

または国籍を有する者については，遺産は在外財産も含めて遺産管理等の対象

とされる。それ以外の場合には，圏内にある財産についてのみ遺産管理等がな

される（69）。死亡の時点でスウェーデンに住所を有する北欧諸国の国籍を有す

る者の場合には，スウェーデンにおいて，全ての財産について遺産管理等が行

われる（70）。

相続準拠法は，一般の場合には被相続人の本国法とされる（71）。他方，死亡の

時点でスウェーデンに住所を有する北欧諸国の国籍を有する者の相続について

は，住所地法すなわちスウェーデン法が準拠法とされる。ただし，被相続人が

スウェーデンに住所を有した期聞が5年未満であり，相続人等のある者が要求

した場合には，本国法による（72）。

遺言及びその取消については，行為の当時の遺言者の本国法によるのが原則

である（73）。北欧諸国との関係では，同じ時点における住所地法による（74）。た

だし，いずれの場合にも方式については遺言の方式の準拠法に関するハーグ条

約の定めるところによる（75）。

(4) その他の分野

上記以外の分野については，簡単に触れるにとどめる。
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いわゆる属人法の決定基準について，伝統的に北欧では，東のスウェーデン，

フィンランドにおいて本国法主義が，西のデンマーク，ノルウェー，アイスラ

ンドにおいて住所地法主義が採用されていた，とされている。しかしスウェー

デンにおいては，一方で、は北欧諸国間の条約等により，他方ではスウェーデン

が移民の流出国から流入国に変化したことにより，住所地法主義の影響が強く

なってきている（76）。なお，スウェーデン法における住所（hem叫st）については，

「ある固に居住する者は，当該居住が滞在の継続性とその他の諸事情に鑑みて

無期限のものとみなければならない場合には，本法の適用においては当該国に

住所を有する者とされるJ(77)との定義規定があり，常居所にほぼ相当するもの

であると理解されている（78）。

財産法分野においては， EU法及び条約による規律が中心となる。契約準拠

法については，契約債務の準拠法に関するローマ条約（79）を初めとする EU法に

よる。この他，スウェーデンは動産の国際売買の準拠法に関するハーグ条約（鈎），

国際物品売買契約に関する国連条約（81），手形法条約，小切手法条約の当事国と

なっている。契約外の債権債務関係の準拠法及び物権準拠法については，一般

に妥当する法律は存在しない（叡）。判例においては，交通事故について事故地法

によるとしたものがある（制。

外国法の適用については，当事者による和解可能な問題については，当事者

の援用を待って準拠法選択規則及びそれによって指定された外国法を適用する。

当事者の援用がなければ，スウェーデン法が適用される刷。

3 最近の動き一一向性婚立法

ここでは，スウェーデン国際私法の最近の動きとして，向性婚に関する立法

状況を紹介する。

(1) 2000年までの状況

まずは， 2000年の法改正前の状況を前提に，スウェーデンにおける向性婚法

を紹介する。

スウェーデンにおいては，異性聞の婚姻に対応する向性聞の結びつきを規律
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するものとして，「登録パートナーシップに関する法律」（紛が制定され，それと

は別に異性聞の内縁関係について規律する「内縁関係にある者の共同住居に関

する法律」（刷及び向性聞の内縁関係について規律する「向性の内縁関係にある

者に関する法律」｛聞が置かれている。スウェーデンにおいては，異性聞におい

て婚姻と内縁との選択が可能であるのと同様に，向性聞においても登録パート

ナーシップと内縁との選択が可能なのである。

婚姻と登録パートナーシップとの聞に差異がほとんど存在しないこともス

ウェーデンの特徴である倒。すなわち，登録パートナーシツプの要件は，年齢

が18歳以上であること，直系の親族関係または両親を同じくする兄弟姉妹では

ないこと，重婚にはあたらないことなど，婚姻に相当するものである（制。また，

効果の点でも，登録パートナーシップには原則として婚姻と同様の効力が認め

られ，その例外は，養子縁組及び人工または体外受精が認められないこと，性

を理由に一方当事者を特別扱いする規定の適用がないこと，前掲の北欧条約

(NAFっとの関係，といった3点にとどまっていた側。特に重要な相違が第一

の点であり，登録パートナーが共同で養親になり，一方のパートナーの子を他

方が養子とし，またはパートナーである女性が人工または体外受精により子を

持つことは認められていなかったのである（91）。向性のパートナーの聞で養育

される子の保護という観点から問題があるとされたためである（則。

国際私法的な観点からは，以下の規定が注目される。まず，パートナーシッ

プの登録にはパートナーの一方がスウェーデンに住所を有するスウェーデン人

であることが要求されている倒。また，前掲の凶Lの一定の条文がここにも適

用され｛倒），登録の際に婚姻と同様に行われる要件具備の審査及び、パートナー

シップ登録の挙行についてはスウェーデン法が適用される。その上で，登録要

件については全面的にスウェーデン法による倒。

ノfートナーシップは，当事者の一方の死亡または裁判によって解消される。

後者については，パートナーシップ登録がスウェーデン法に基づいて行われた

場合，そのパートナーシップの解消は常にスウェーデンの裁判所においてなさ

れるべきものとされている倒。また，離婚についての規定がここにも適用され

るとされていることから，離婚と同様に原則として法廷地法によって判断され
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ることとなる。

すなわち，パートナーシップ登録については，一定の内国牽連性を要件とし

て，その成立及び解消のほほ全てについてスウェーデン法による規律がなされ

ることとされていることとなる。

（司近年の法改正

畳録パートナーシップ法は， 2000年及び2002年に改正がなされた。

(a) 2000年改正

2000年の改正｛聞において，スウェーデンにおいてパートナーシップ登録を

するために必要とされる内国牽連性が緩和された。すなわち，当事者の一方が

スウェーデンに住所を有するスウェーデン人である場合に加え，デンマーク，

アイスランド，オランダ，ノルウェーのいずれかの国籍を有する者は，ス

ウェーデン人と閉じ扱いがされることとなった。さらに，当事者の一方が2年

以上スウェーデンに住所を有する場合には，その者の国籍を問わずにパート

ナーシップ登録が可能とされた倒。

前者の改正の理由は以下のようなものである。改正前の規定によれば，ス

ウェーデンに住所を有するデンマーク人は，住所地法上も本国法上もパート

ナーシップ登録が可能とされているにも関わらず，パートナーシップ登録は認

められていなかった。しかし，そのような，本国法上もパートナーシップ登録

が可能とされている者については，登録をすることに問題はない倒。

後者の改正の理由は以下のようなものである。スウェーデンでのパートナー

シップ登録は，そのような制度を持たない固においてはその効力が全く認めら

れないか，かなり限定した効果しか認められないであろうから，スウェーデン

との密接な関連性があり，スウェーデンの管轄とスウェーデン法の適用を正当

化しうることが必要と解すべきである。しかし，これまでの規定はやや厳格に

過ぎた。スウェーデンやその他のパートナーシップ登録が可能な国の国籍を有

さない者であっても，スウェーデンで生活を続けている者は多数存在する。そ

のような者にパートナーシップ登録の可能性を閉ざすのは妥当でない。デン

マークのように，両当事者が2年以上内国に住所を有することを求めることも
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北欧における法の親和という観点からは理由があるが，それでも条件は厳格に

過ぎる。当事者の一方が2年以上内国に住所を有していれば足りるとすべきで

ある（1則。

(b) 2002年改正

2002年の改正(IOI)によって，登録パートナーが養子を迎えることが可能とさ

れた。すなわち，登録パートナーが第三者を養子とし，またはパートナーの一

方の子を他のパートナーが養子とし，その子を共同して監護することが認めら

れるようになったのである。

この改正にあたっては，子の最善の利益という観点を中心に，様々な点が議

論された。結論的には，養子縁組の妥当性は個別的に判断すれば良く，登録

パートナーを一律に排除する必要はないとしてこのような改正がなされた。国

際的な養子縁組との関係では，前述したように，養子縁組が当該外国で効力を

有しない場合にそれが子に著しい不都合をもたらさないかについて特に考慮し

なければならないとされていることも，個別的判断で足りるひとつの根拠とさ

れている (JOO）。

他方，人工または体外受精に関する制限については撤廃されなかった。当初

の審議会答申0叫においては，この点の制限も撤廃し，登録パートナーをより

夫婦に近づける提案がされていた。人工または体外受精に関する制限が存置さ

れた理由としては，それ自体についての反対というよりも，それを認めること

に伴って必要となる，法的親子関係の成立等についての関連規定の整備につい

て最終的な結論が得られなかったためと説明されている (I凶。なお，当初の答

申は，人工または体外受精がなされた場合の親子関係成立の準拠法についても

改正提案をおいていた。すなわち，婚姻した夫婦間の子についての父子関係成

立の準拠法選択規則(I闘を，女性同士の登録パートナーの一方が出産した場合

の他方の女性と子との聞の母子関係の成立にも及ぼす旨の改正提案である。例

えば，女性が子を出生したとき，子が出生時に住所を取得する地の法によって，

女性の夫が父とされ，または他方パートナーが母とされるのであればその者は

父または母とされる。仮に当該法律によって父または母とされる者が存在しな

い場合には，その子が出生時に国籍を取得する国の法によって父または母が定
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まる。ただし，子の出生時の住所地がスウェーデンである場合には，スウェー

デン法のみで判断される，というのである｛附）。

(3）他の北欧諸国の動向

デンマーク，ノルウェー，フィンランドにおいては，スウェーデンと類似の

向性婚法制を採用している (107）。以下規定を簡単に紹介する。

デンマークにおいては， 1989年から向性婚が認められている (I制。国際的な

面での登録の要件は，当事者の一方がデンマークに住所を有するデンマーク人

であるか，双方の当事者が2年以上内国に住所を有するか，いずれかの要件を

充足することである。ただし，ノルウェー，スウェーデン，アイスランド等の

国民(109）はデンマーク人と同様に扱われる。向性婚には原則として婚姻と同様

の効果が認められるが，養子縁組についてはパートナーの一方の子を他方が養

子とすることのみが可能とされる。

ノルウェーにおいては， 1993年から向性婚が認められている（110）。国際的な

面での登録の要件は，当事者の一方がノルウェーに住所を有しかっ一方がノル

ウェ一人であるか，当事者の一方が登録の直前2年以上内国に住所を有するか，

いずれかの要件を充足することである。デンマーク，アイスランド，及びス

ウェーデン等の国籍を有する者はノルウェ一人と同様に扱われる (Ill）。ノル

ウェーで成立した向性婚の解消は常に同国の裁判所でなされるものとされる。

向性婚には原則として婚姻と同様の効果が認められるが，養子縁組については

パートナーの一方の子を他方が養子とすることのみが可能とされる。

フィンランドにおいては， 2001年に向性婚法が成立した(112）。国際的な面で

の登録の要件は，当事者の一方がフィンランドに住所を有するフィンランド人

であるか，双方の当事者が登録の直前2年以上内国に住所を有するか，いずれ

かの要件を充足することである。本法と実質的に同様の法的効果を有する向性

婚を規定している国の国民は，フィンランド人と同様に扱われる。それについ

ては命令で定める。登録の要件についてはフィンランド法による。外国で登録

されたパートナーシップは，登録地で有効であればフィンランドにおいても承

認される。フィンランドにおいて登録解消手続がなされるのは，フィンランド
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で登録がなされたか，当事者の一方に離婚の裁判管轄が認められる事由が存在

するか，いずれかの場合である。登録パートナーシップには原則として婚姻と

同様の効果が認められるが，養子縁組については認められていないようである。

このように，北欧諸国においては，相互に微妙な違いはあるものの，向性婚

についてほほ同様の内容を有する立法がなされている。

おわりに

本稿の最後に，スウェーデン国際私法のわが国への示唆について， 2点を指

摘したい。

スウェーデン国際私法，特にその特色が現れている国際家族法分野において

は，単位法律関係ごとに事案と最も密接な関係を有する法を準拠法とし，原則

として当該準拠法の定めるところにより紛争を解決する，といった価値中立的

な準拠法選択手法はほとんど採用されていない。公序的な観点から一定の圏内

法や一定のルールの適用が留保されていたり，一定の結果の実現を願う当事者

による法選択が認められていたり，そもそも法廷地法が準拠法とされるなど，

常に準拠法を適用した具体的な結果の妥当性への配慮がなされているといって

良いであろう。

したがって，スウェーデンや北欧条約における国際私法立法規定の中で，前

提の異なるわが国において直接参考になるものはそれほど多くはないというこ

とができる。ただし，ここで見られるような，準拠法を適用した具体的な結果

知何への関心は，わが国においても忘れてはならない点であると思われる。少

なくとも，内外国法の平等を前提とし，法内容を問わずに事案と最も密接な関

係を有する法を準拠法とした後に，わが国の公序に反する場合にのみ外国法の

適用を排除するというあり方が，必ずしも普遍的なものとは言い切れないこと

に気づくきっかけをスウェーデン国際私法は与えてくれるということができよ

つ。

第二に，スウェーデン国際私法の内容そのものについてではないが，他国と

の協調を重視する姿勢もわが国として見習うべきものではなかろうか。すなわ

ち， EU法，北欧条約，世界的な条約といった圏内法以外の法を積極的に受け入
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れ，さらに圏内立法の際にも他の北欧諸国との協調を重視し，また実質法の立

法の際にも国際的な事案を考慮するスウェーデンの姿勢は，わが国に有益な示

唆を与えるものということができょう（113）。

(1) 本稿1において述べるように，財産法分野については国際私法に関連するス

ウェーデン圏内の立法がほとんど存在しないためである。国際民事訴訟法の分野に

ついては，中野俊一郎「スウェーデン国際民事訴訟法の現状一一財産関係事件の国

際裁判管轄，外国判決承認の問題を中心として一一J神戸法学年報13号1頁
(1997）がある。

＠）本稿で述べる内容は，別段の表示がない限り， 2002年9月時点、でのものとする。

（＠本稿で「北欧諸国」は，デンマーク，フィンランド，アイスランド，ノルウェー，

スウェーデンを指すものとして用いる。

(4) 当初は，スウェーデンのみならず北欧国際私法の現状を紹介するよう依頼された。

しかし，筆者の能力不足のため，スウエ｝デン以外の固についてはほとんど紹介す

ることができなかった。また特にアイスランドについては本稿では全く触れること

ができなかった。

なお，スウェーデン，デンマーク，ノルウェー，フィンランドの法文は，インター

ネット上で入手が可能である。以下，簡単に紹介する。

スウェーデン： Regeringsk釘lSlietsrii枕sdatabaserが， h抗.p://62.95.69.15／において

公開されている（http：！.加ww.regeringen.se/.pro.position町血dex.h回から，“Lagaroch 

forordr宙返ar”へのリンクをたどる）。

デンマーク： rets組formationサイトの， http：／.帥ww.retsinfo.dk/d釘tlov/danlov.htm

から，“Danskelove，，にジャンプすると年代順に， Po.pulrertitlerにジャンプすると一

般的名称によりアルファペット順に探すことができる。

ノルウェー：lovdataサイトの， htゆゾ加ww.lovdata.no.刷l/index.h加せから，年代順，

アルフアベット順，体系順の表示へのジャンプ及び法文中の文言による検索が可能

である。

フィンランド：剛.ex(http://www.制 ex.fi/)から入手可能である。フィンランド

語による検索も可能であるが，筆者に理解可能なスウェーデン語のページとしては，

http://www.制 ex.fi/svenska/lags/index.htrr叫があり，年代・事項による検索が可能と

なっている。

(5）スウェーデン法全体について英語で紹介したものとして， SwedishLaw泊the

New Millenniwn, ed. by Michael Bogdan (Stockholm 2000) （以下， SwedishLaw）が
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ある。また，同様にデンマーク法の概略はDanishLaw in a European Perspective, 

ed. by Bf/Jrge Dal吐etal. (Copenhagen 1996）で知ることができる。

(6) スウェーデンにおける立法過程については，スウェーデン政府のウェプサイトに

おいて，英語でも簡単に説明がある， http://www.sweden.gov.se/legislation/

legislation_howlaws.h回参照。ここでは，立法過程に作成される重要な文書である，

sou （審議会答申）及ぴproposi位on（政府案理白書）を中心に簡単に紹介しておく。
SOU (Statens Offentliga U廿e也也沼町）は，政府が特定の立法課題について組織し

た審議会の答申のことである。特定の法律問題について立法の必要が認識されると，

担当大臣により審議会が組織され，そこに一定の問題が諮問される。当該審議会の

メンバーとして一人のみが任命されることもあるが，重要な問題については，各政

党から比例的に参加する議員及ぴ法律専門家等かなりの人数が任命されることもあ

る。審議会の答申はきわめて詳細であり，現行法の紹介，その問題点，誇外国にお

ける状況，立法提案の内容，条文の形式での立法案，及ぴ各条文の趣旨説明が含ま

れている。例えば，後述する， 2002年の登録パートナーシップ法等の改正について

のsou2001:310は，本文だけで400頁，全体で1000頁を超えるものとなっている。
審議会答申に対しては，関係諸国体から意見聴取がなされ，それらの結果を踏ま

えて最終的な政府案が議会に提出される。これが， propositionである。 proposition

はsouと比較すれば短い場合が多いが，立法提案の内容，趣旨，その前提としての
現行法の内容や諸外国の状況，具体的な各条文についての説明などを含むものであ

る。

souの作成，そしてその後の意見聴取によって多様な利益の調整は行われている
ので，政府知宮議会で修正されることはほとんど存在しない（この点は結果的には

わが国と同様といって良い）。そのため，裁判官を含む実務家が，特定の法規定の解

釈をする場合に第一に参照するのはpropositionであり，さらにさかのぼってsou
も参照されることがある。本稿において， propositionにしばしば言及するのもその

ためである。

なお，最近のSOU,propositionは，インターネット上で入手可能である。 http://

www.regeringen.se/propositioner/index.htm参照。

（力ハーグ条約の批准状況については， http：／.加ww.hcch.net/elstat国／statmt皿 .htmlか

ら知ることができる。

(8) また，北欧諸国が条約によらずにその圏内法を調整する，立法協力も精力的に行

われている， SwedishLaw, supra note (5) , pp.41 (Stig S位。mholm）。そこでは，特に

実体私法の分野では良く協力がなされているとのことである。その結果北欧諸国の

圏内法は条約がない場合であってもしばしば類似した内容を有している。その一端
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は，後に紹介する向性婚立法にも現れている。

(9) EU法と北欧条約との関係は，現在はスウェーデン＝フィンランド間で問題とな

りうるが，実際には個別の処理がなされている。例えば，いわゆるプラッセルI規

則においては，同規則が北欧条約（Lag(1977:595) om erkii.nnande och verkstallighet 

av nordiska domar pa privatrattens omracte）に優先する旨規定されている（69条）。

他方，プラッセルE規則においては，北欧条約（後述のNAFつを優先させうるオプ

シヨンが与えられ（36条（2)(a）），実際にオプションが行使されたため北欧条約が優先

となっている。ただし，その際に北欧条約の内容がプラッセルH規則に適合ように

修正されている。

なお， EUにおける国際私法とデンマークとの関係については，中西康「アムス

テルダム条約後のEUにおける国際私法ー一一欧州統合と国際私法についての予備的

考察一一j国際100巻4号545頁以下（2001）参照。

00）ちなみに， Lag(1997:191) med anle也由igav Sveriges tilltriide till H姐gkonven・

tionen om skydd av barn och samarbete vid internationella adoptioner は， 1993年の

ハーグ条約， Conventionon Protection of Children and Co-operation in Respect of In-

tercountry Adoptionが圏内において効力を有するものとした法律である。そこでは，

同条約が原文のまま（英文と仏文が平等に）効力を有するとされている点，興味深い。

仙例えば， 15年ほど前に国際家族法の大改正が準備され，審議会答申が出された

(SOU 1987:18）が，現在に至っても立法化されていない。おそらく，このまま立法

化されることはないであろう。その背景には，本文で述べた事情があると思われる。

02) Lag (1904:26 s.l) om由sainternationella rattsfOr凶llandenrorande iiktenskap och 

fOrmynderskap （以下， I札）．

03) L唱 (1的0:272)om internationella鋪.gorrorande makars och sambors fOrmogen-

hetsfOrMllanden （以下， I師、）． なお，同法は， 2001年法（Lag(2001:1141））に

よる改正前は， Lag(1990:272) om由 sainternationella企旬orrorande m紘ars飴r-

mogenhetsfOrh姐anden（夫婦聞の財産関係に関する国際的諸問題に関する法律）と

の名称、であった。

ω Fο，ror・也也lg(1931位 9)om vissa internationella r批tsfOrhallandenrorande紘ten・
skap, adoption och fOrmynderskap （以下， NAF).

05) Lag (1973:943) om erkiinnande av vissa utl加dskaiiktenskapsskillnader och 

hemskillnader. 

06) Aktenskapsbalk （以下， AktB)

間 Lag (1994:1117) om registrerat partner百kap.この法律の当初の条文については，

菱木昭人朗「スウェーデン向性婚法Jジュリ 1056号137頁 (1田4），同 fスウェー
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デン向性婚法〈資料〉」専修法学論集63号133頁（1995）参照。同氏の開設する「菱

木スウェーデン法研究所」のウェプサイト（h町ゴ＇lwww7.plala.or.jp/hishiki/）から，
同法の2000年改正時点の和訳を閲覧することができる。

QB) スウェーデンでは，わが国とは異なり，この順序で検討・紹介されることが一般

的である。婚姻の締結及ぴ離婚については凶Lが，夫婦財産制についてはIMFが主

に適用されるためであろうか。

Q9) 1:4凶L.

帥 3:11st. AktB. 

帥 1:1凶L.

凶 1:2 1-2st.凶L. また，スウェーデンに2年間住所を有さない外国人についても，

スウェーデン法が適用されるものとされる可能性がある， 1:23st.凶L.

伺 ただし，概念的には，いわゆる選択的連結とは異なる。スウェーデンでは，選択

的連結（alternativkollisionsnorm）とは区別して， ele批ivkollisionsnorm等と言われ

る， MichaelBogdan, Svensk lnternationell Privat・ochProcessratt, 5 uppl., Stock-

hohn 1999, s. 39 （以下， Bog也nとして引用）。

倒以上， 1:3政L.

倒 2kap. AktB. 

偶 1:71st. lp.凶L.

的 prop.1973:158 s.101. 

働 1:7 2st.凶L.なお， prop.1973:158 s.102は，当事者が重国籍の場合には，そのう

ちひとつの法の要件を充たせばよいとしている。

また，政府案理由書は，この規定は外国でなされた婚姻を有効としうる法を限定

列挙したものではなしその他の法，例えば当事者の常居所地法上有効な婚姻も方

式上有効と扱う余地があるとする， prop.1973:1田，wc.cit. 

舗 1:8凶L.

側 このため，スウェーデンにおいては婚姻取消という制度は存在しない。親戚関係

や重婚という点が離婚原因とされるにとどまっている。ちなみに，スウェーデンで

は，婚娼要件具備審査を経て，当事者本人が現在する場所で民事婚または教会婚が

行われるため，方式要件を充たすが実質的成立要件を充たさない婚姻がほとんど考

えられない，という事情がある。

帥 Bogdan, s.173.しかし， Bogdanはそれに反対である。

倒 2§ 2st. NAF' 

倒 以上， 1§ NAF'.北欧諸国に国籍を有するAと，そうでないBとが婚姻をする場合，

Bのみがスウェーデンに住所を有する場合であっても， Aの婚姻要件はスウェーデ
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ン法で審査されうることとなる。また， Aがスウェーデン以外の国に住所を有して

いる場合には，もっぱら本国法により審査がなされることとなり，住所地法適用の

余地はない。

倒 2§ 1st. NAF.この場合，審査を受けた者の国籍や審査の際に適用された準拠法な

どは問題とならない。

関前掲注側参照。

倒 prop.1973:158 s.103. 

開北欧諸国の国籍を有する者の聞の婚姻については， 9§ 1st. NAF.それ以外の場合

には， 3:41st.凶L.

倒外国法上婚姻の取消原因がある場合にも，離婚原因がある場合と同様に扱うべき

ものと考えられている， Bogdan,s.178. 

働 3:42st.凶L.

働 3:43st.凶L.

(40 prop. 1973:158 s.107. 

倒 3:5凶L.

締法選択問題は，判決時点に存在する事実関係を前提に判断すべきであるのが原則

である， prop.1973:158 s.108. 

倒必id.,s. 109は，例えば，当事者の一方がスウェーデンに1年以上の期間住所を有

するに至った場合には，第一の例外は問題とならず，第二の例外のみが適用されう

る等としている。

働かつては，「婚姻の効力に関する国際的法律関係に関する法律J（凶R,Lag (1912: 
69)om由鈎intern副onellarattsfOrhAllanden rorande aktenskaps r量ttsverkn担割r）に

おいて，夫婦相Eの人的な権利義務については，夫婦の本国法によるとの規定カ宮存

在した。しかし同法は現行のI旧、が制定される 19卯年に廃止された。 IMFはもっ

ぱら夫婦財産制についてのみ規律しており，夫婦の人的関係についての規定は置い

ていない。

櫛前者はNJA1986 s.615，後者は悶:11993:116である。前者においては，凶R （前

注参照）が廃止されていなかったこと（ただし，本件に直接適用されてはいない），

夫婦のかつての共通住所地国は夫婦の共通本国法でもあったこと（その後，一方が

国籍変更）も結論に影響したと考えられる。

帥 9§ 1st. lp. NAF. 

櫛以上， 3§ 1班 1 後者の場合には，生存配偶者の本国法または住所地法のみが指

定可能である。

帥以上， 4§ IMF. 



以上， 5§ IMF. 

7§ 1st. IMF. 

以上， 7§ 2 st. IMF.ただし，それに対する異議も可能である。

3§ 1st. NAF 

4§ 1st. NAF 

Lag (1弼5:367)om internationella faderskaps舗gor（以下， I孔）

Lag (1971:7部） om internationella ra加forh組組denrorande adoption （以下， LIA)

防措！drab凶k

Lag (1979:1001) om erklinnande av nordiska faderskapぬ:vgorand阻

同（1関；9:14)om erklinnande och verks叫 ghetav u臨時畑地加畑vgoran-

den m.m. och om overflyt加ingavbarn.本法は， EuropeanConvention on Reco郡i-

tion and Enforcement of 脱出ionsconcen由tgCustody of C凶合唱nand on 

Restoration of C田todyof Chil也m，及ぴ， Conventionon the Ci・叫 Aspectsof lnterna-

tional Child Abductionを圏内法化したものである。

側 スウェーデンでは嫡出子，非嫡出子の区別をしていないが，それぞれ，「嫡出推

定J「嫡出否認等」「語、知Jにほぼ相当するものである。
制以上， 2§ IFL. 

倒以上， 5§ IFL・

倒以上， 3§ IFL. 

帥以上， 2§ LIA. 

伺 3:6凶L

側 8§ och 9§ 1st. NAF. 

帥 Lag(1937:81) om internationella r蹴 sforhAlland阻 rorandedOdsbo. （以下， IDL)

側 Lag(1935:44) om dodsbo efter dar時，危tsk,iS協ndskeller norsk medborgare, som 

hade hemvist hlir i riket, m.m. （以下， NDL)

側以上， 2:1・・2,2:5 och 2:6 IDL. 

側 19§ och 20§ NDL. 

。。
伺

伺

(JtfJ 

何

冊

何
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側

側

側

働

側

伺

倒

邸

側

側

1:1 1st. IDL. 

1§ NDL. 

1:3 och 1:6 IDL. 

10・11§§ NDL. 

1:4 IDL och 9§ NDL. 

以上， Bogdan,s.139-140. 

後掲， 7:2凶L,19§ IMF. 
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冊ハーグ条約を圏内法化する際にも，“加bi旬alresidence”は，＂hem・吋st”と訳され

ている。

側 圏内法化したものとして， Lag(1998:167) om凶出npliglag for avtalsforpliktelser. 

働 このハーグ条約を基にして制定されたのが，動産の国際売買の準拠法に関する法

律（Lag(1部4:528)om t温畑pliglag be仕組組deintemationella kop av losa saker) 

である。

制 デンマーク，フィンランド，ノルウェーも本条約の当事国であるが，アイスラン

ドを含む北欧諸国に営業所を有する者間の売買契約には，本条約の適用はない， 2§

Lag(l鎚7:822)om intemationella kop. 

倒特別の規定として，原子力責任法（Atomsv町場1etslag(1968:45））等がある。

側 NJA1969 s.163.オランダにおける交通事故に基づいて，妻から夫の保険会社に対

して訴えたという事例である。同判決は，オランダ国際私法によればスウェーデン

法が準拠法となることはスウェーデン国際私法上意味を有さないとして反致を否定

した点においても注目される。

制 スウェーデンにおける外国法の適用について詳しくは， M回此Jantera-J，釘eborg,

Svensk Domstol och Utl街1dskRlitt, Uppsala 1997参照。

師前掲注仰参照。

働 Lag(1弼7:232)om阻 nborsgemensamma hem.菱木昭八朗「スウェーデンにおけ

る内縁夫婦の財産関係に関する法律についてj家月 40巻6号l頁（1錦8）参照。

制 Lag(1987:813) om homosexuella sambor.同法は，向性聞の内縁関係に準用され

る，異性聞の内縁関係に適用される法規を列挙している。

輔 この点，異性聞の婚姻に相当する向性聞の関係を認めないフランスなどとは異な

る。フランスにおける連帯民事契約法については，例えば力丸祥子「フランスにお

ける民事連帯協約法の成立をめぐってJ比較法雑誌33巻4号127頁（2000）に紹
介がある。

側 1 kap. 3§ 1-3 st. p釘tnerskapslagen.なお，「重婚の禁止Jは他の者と既に登録パー
トナーの関係にある場合にも適用される。それは異性聞で婚姻する場合についても

そうである， 2:4AktB. 

側以上， 3kap.p紅白erskapslag佃．

帥 スウェーデンにおいては，人工または体外受精については，婚姻しまたは内縁関

係にある女性に対してのみ可能とされている， 2§ Lag (1錦4:1140)om insem加副on,

2§ Lag (1988:711) om befruktn泊gutanfor kroppen.このうち，前者の法律について

は，菱木昭人朗「スウェーデン人工授精法と改正親子法における人工授精子の父性J

ジュリ 835号114頁（1985）参照。
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関 sou1993:98 s. 105-108.ただし，そこでは「両親jが向性の家庭で養育されるこ
とが子にとって有害であると断定されているわけではない。向性の家庭で養育され

ても異性の家庭で養育されても子にとって大きな差異はないという見解にも言及さ

れている。

伺 3kap.諮問拘1erskapsl唱en.

帥 1 kap. 9§ 3st. p釘tnerskapslagenにより， 1kap.4・崎S凶Lが適用になる。
帥 1kap. 3§ 4st. pa出1erskapsl昭en.

働 2kap. 4§ partnerskapslagen. 

開 Lag (2000:374) om甑也加gi Iagen (I叩4:1117)om registI官 atpぽtnerskap.

側 1kap.2§ par旬.erskapslagen.

側 これに対しては， EU法上の無差別原則（EC設立条約12条は，国籍に基づく差

別を禁止している）との関係で問題があるとの指摘もなされている， sou1993: 98 
s. 101. 

側以上， prop.1999/2000 :77 s. 6-9. 

000 Lag (2002:603) om加企泊gi lagen (I悌4:1117)om registrerat pぽtnerskap.

00'!) prop. 2001/02:123 s. 27・・29.

003) sou 2001:10. 
側 ・prop.2001/02:123 s. 34-36 

0崎前掲， 2(2)参照。

側改正案は， sou2001:10 s. 52る4.に掲載されている。これによれば，法律名も，
「国際的な父性及び母性の問題に関する法律J(Lag om泊.tern副onellafaderskaps・
och moderskap位匂or）に変更することとなっていた。

oonアイスランド法については直接調査することはできなかったが， sou2001:10 s. 
185には以下のような紹介がある。すなわち，アイスランドにおいても 1996年から

同性婚は認められている。また， 2000年の法改正により，一方のパートナーの子を

他方が養子とすることは圏内の子に限って認められた。子の共同監護についても認

められたが，その際，子治官パートナーとパートナーの前夫との共同監護に服してい

る場合，他方のパートナーの監護にも服することで， 3名の監護権者治宝存在するこ

とになる，との指摘は興味深い。なお，人工授精は婚姻関係または異性の内縁関係

にある者についてのみ認められ，向性パートナーには認められていない。

側 Lovnr. 372 af 7.阿世1989om registrerat parmerskap. 

。ω同法2条3項後段は，「法務大臣は，それ（ノルウェー，スウェーデン，アイスラ
ンド）以外の国であって，デンマークに相当する登録パートナーシップ立法を有す

る国の国籍を，同じくデンマーク国籍と同視する旨定めることができるjとしてい
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る。

010 Lov om registr，剖partnerskap30 april 1993皿 40.

。10 デンマーク（前掲注側参照）と同趣旨の規定が，同法2条3項1号3文に置かれ
ている。

01~ Lag om registrerat partnerskap 9.11.2001/950.以下，スウェーデン語版の法文に

ょった。

Ot~ もちろん，その背景には，特に財産法分野における圏内立法の不十分さがあるの

であり，筆者としても，全体的に見た場合，スウェーデンの国際私法のあり方がわ

が国よりも優れていると考えているわけではない。しかしスウェーデン国際私法に

は，わが固として参考にすべき点，問題意識として考慮すべき点は十分にあると思

われる。

＊ 校正段階で， Svenskaoch utl加dska紘tenskap(Ds 2002:54）に接した。婚姻締結

につき，より法廷地法の適用に傾斜した立法提案を含む報告書である。これについ

ては，また後日；検討することとしたい。


